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内部告発を理由とする配転・出向・解雇等の有効性

～東京地裁平成２８年１月１４日判決～

１　平成２３年９月頃、Ｙ社の代表取締役会長であったＧ２がＹ社の関係会社から不正に多額の貸付を受けていることが判
明し、Ｙ社が調査したところ、その背景にＹ社グループにおいてＧ２の父であり当時Ｙ社顧問であったＧ１やＧ２の実弟
であるＧ３（以下、Ｇ１～Ｇ３を併せて「Ｇ１父子」といいます。）が非常に強い支配権を有しており、不祥事の再発防
止のためには、Ｙ社グループにおけるＧ１父子の支配権を薄めることが必要であることが明らかとなり、平成２３年１０
月２８日、Ｙ社は顧問であるＧ１を解嘱しました。

事案の概要   Ⅰ
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２　平成２４年６月２６日、Ｙ社はＧ１父子らが保有するＹ社およびＹ社関係会社の株式を買い取るとともに、改めて、同
日、Ｇ１との間で顧問契約を締結しました。同日、Ｙ社社長が、Ｇ１は顧問に就任するが経営権・人事権を持たない名誉職
である旨等記載した「社員の皆様へ」と題する書面を従業員らに配布しました。
　　他方、Ｇ１はＹ社の経営陣に対して批判的な発言をし、これが月刊誌にインタビュー記事として掲載され、Ｇ１の元秘
書であるＸはこの記事を読んで、Ｇ１がＹ社経営陣に対して批判的な立場にあることを認識していたにもかかわらず、遅
くとも同年１０月１６日頃以降、自身の職務により得たＹ社の機密情報を、Ｇ１に伝えました。なお、Ｘは、同年９月１
０日、Ｙ社の東京本社に異動しています。
　　Ｇ１はその情報に基づいて、Ｙ社取引銀行にＹ社の機密情報を交付し、Ｙ社は同銀行から情報開示を受けた結果、ＸがＹ
社の機密情報を流出させている疑いが強くなったため、ＸをＹ社の機密情報を知り得ない部署に異動させることとなり、
平成２４年１２月２６日、Ｙ社はＸに対し、兵庫県加古川市のＺ社への出向を命じました（以下、「Ｚ社出向命令」とい
います。）。

３　平成２５年１月７日、Ｇ１からＹ社の複数の役職員らに対し、Ｙ社の関係部署等が共謀して決算予想数値を改ざんして
いる等を内容とするＸが記載した告発状（以下、「本件告発状」といいます。）が送付されました。
　　これを受けてＹ社は、Ｘに対するヒアリングを実施するなどしてその記載内容を調査する必要があると判断し、同日、
ＸにＺ社出向命令を取り消す旨を伝えた上、同月８日、総務人事本部人事部付課長への配置転換を命じました（以下、「本
件配転命令」といいます。）。
　　Ｙ社は、本件告発状の記載内容について調査しましたが、本件告発状の記載内容の大半に根拠がないと判断し、同年
２月１日、Ｘを管理職１級から管理職２級に降格させる旨の懲戒処分（以下、「本件降格処分」といいます。）をしました。
　　Ｙ社は、Ｘに対し、平成２５年２月１日、同月５日付でＡ社に出向し北海道Ｂ市所在のＢ営業所において所長として勤
務することを命じました（以下、「本件出向命令」といいます。）が、Ｘがこれに応じなかったため、再三にわたり赴任を
命じるとともに、今後もＢ営業所に赴任して就労しない場合には、懲戒規程に基づき論旨解雇または懲戒解雇すること
がある旨を通知しました。しかし、Ｘがこれに応じなかったため、Ｙ社は、同年３月１１日付でＸを懲戒解雇しました（以
下、「本件懲戒解雇」といいます。）。

４　本件は、Xが、Y社に対し、本件配転命令、本件降格処分、本件出向命令及び本件懲戒解雇はいずれも無効であると主
張して X が労働契約上の権利を有し、本件降格処分前の地位にあること、配置転換先および出向先に勤務すべき労働契
約上の義務がないことの確認等を求めて訴えを起こしたものです。



本事例からみる実務における留意事項Ⅲ

　Ｘの内部告発は、Ｙ社とＧ１父子との間で激しい対立が生じているという状況下で行われており、Ｇ１の元秘書であるＸの内
部告発の目的に正当性が認められず、告発内容についても真実とは認めがたいことから、正当な内部告発事案と比較してＸを
保護する必要性が乏しかったという特徴があり、本裁判例もこの点を重視して本件降格命令を有効と判断したものと考えられ
ます。
　もっとも、本件出向命令は合理性を欠き、不当な動機・目的があるとして無効と判断されています。
　このことから、企業側としては、労働者の内部告発が正当なものとは認められない場合でも、配転命令や出向命令を行うと
きは、人事権行使の目的や労働者への不利益を適切に検討することが重要であると考えられます。

判決のポイントⅡ

１　本件配転命令の有効性
　「調査のためにＸを東京本社に在籍させておく必要があることから同命令を取消し、本件配転命令を発した」と認定し、本
件配転命令には業務上の必要性があり、Ｘに著しい不利益を負わせる事情もなく、権利濫用とは認められないとし、本件配転
命令は無効であるとはいえないとしました。
２　本件降格処分の有効性
　本件告発状の記載内容は、その大半の記述が真実であったとは認められず、Ｘがこれらの事実を真実であると信ずるについ
て相当な理由もないとし、Ｘが本件告発状をＧ１に交付しＹ社の名誉が毀損され、正当な内部告発であるともいえないとし、
就業規則所定の懲戒事由（名誉毀損及び秘密漏えい）に該当する事実が認められ、本件降格処分が懲戒権を濫用したものであ
るとも認められないから、本件降格処分は無効であるとはいえないとしました。
３　本件出向命令の有効性及び本件解雇処分の有効性
　本判決は、Ｙ社においてＸを重要な機密情報を取り扱わない部署に再配置する必要があったことは認められるものの、Ｂ営業
所所長という役職（同営業所は所長１名のみで構成され、物流業務の一担当者に過ぎない）は業務内容の観点からみてＸの配
置転換先としての合理性を欠き、また、Ｙ社において、配置転換先の決定に当たり、Ｘの経験、適正等を踏まえた選定作業が行
われてはいないと認定し、「本件出向命令が、本件降格処分を告知した直後にその場で発せられ」、「Ｙ社において、懲戒処分
の検討と平行してＸの配置転換先の検討が進められたと考えられる」ので、「Ｙ社は、実質的にＸを懲戒する趣旨で本件出向
命令を発したとの評価を免れ」ず、これは不当な動機・目的に当たり、Ｙ社による出向命令権の濫用としてその効力を否定し、
本件懲戒解雇についても、懲戒事由に該当せず無効としました。
　なお、Ｘ・Ｙ社共に本判決を不服として控訴し、上記判断部分に関しては控訴棄却判決がなされています。（東京高判平成２
８年８月２４日）。
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本ニューズレター及び弁護士法人ALGからのリーガルサービスに関する情報（セミナー情報、法律相談に関する情報等を含みます。）をご希望される方は次のメー
ルアドレスに会社名、業種、氏名、役職、部署、電話番号及び配信希望先メールアドレスを記入したメールをお送りください。
弁護士法人 ALG は、本ニューズレター配信のために取得した個人情報について、弁護士法人 ALG からの各種ニューズレターの送信並びに各種リーガルサービ
スの紹介及び提供を行うために必要な範囲で利用させて頂きます。
なお、当該情報送信は、予告なく変更及び中止される場合があることをご了承ください。
■ 配信希望メールアドレス roumu＠avance-lg.com
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本ニューズレターは、具体的な案件についての法的助言を行うものではなく、一般的な情報提供を目的とするものです。
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